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福沢諭吉のヨーロッパ、夏目漱石のヨーロッパ 

 

 1901年１月、明治時代の論壇を牽引してきた福沢諭吉が死去した。18歳のときにペリー

の来航を知った諭吉は、27歳になる直前には遣欧使節の通訳としてヨーロッパへ渡る。当

時の時代では例外的に透徹した眼で、「西洋文明」の実体を眺めることになった。その後は、

『西洋事情』や『文明論之概略』という名著の中で、一般的な人々に手の届かぬところに

ある「西洋」の「事物」と「精神」を、平易な文章で紹介した。日本が進歩し独立するた

めにも、「ヨーロッパの文明を目的」とすることが重要なのだ。というのも、「今のヨーロ

ッパの文明はすなわち今の世界の人智をもってわずかに達しえたる頂上の地位」だからで

ある。
１ 現在まで続く、日本人の手によるヨーロッパの「紹介」というひとつの流れがここ

にはじまった。 

 福沢諭吉が没する直前に、ロンドンでは夏目漱石がヴィクトリア女王崩御の知らせに接

していた。
２ 諭吉がかつて目にした、巨大な「西洋文明」の中での留学を続ける漱石はその

ころ、その巨大で異質な文明世界の中で自らの神経をすり減らせていた。というのも漱石

の場合は、単に「西洋文明」を紹介するだけではすまなかったのだ。それを自らの体の中

に吸収し消化せねばならなかった。漱石の論じるところによれば、日本は「西洋から吸収

するに急にして消化するに暇なき」状態であった。
３ そして、「現在の日本人は悉く西洋化

する能はざるがためやむをえず日欧両者の衝突を避けんがためその衝突を和らげんがため

進んでこれを渾融せんがため苦慮しつつあるなり」と、悲観的に観察していたのである。
４  

漱石の感じた「違和感」は、その後日本がヨーロッパとの交際の中で感じる違和感であ

り、またヨーロッパ諸国が日本と接するときの違和感でもあった。漱石は「模倣と独立」

という講演の中で、「自分でそれほどのオリヂナリテーを持っていながら、自分のオリヂナ

リテーを知らずに、あくまでもどうも西洋は偉い偉いと言わなくても、もう少しインデペ

ンデントになって、西洋をやっつけるまでには行かなくても、少しはイミテーションをそ

うしないようにしたい」と述べている。
５ 諭吉以来、「世界の人智」の「頂上の地位」にあ

る「西洋文明」の吸収を続けてきた日本人は、この漱石の言葉に示されるように、ある種

の「反発」を感じるようになっていたのである。1902年に日本はイギリスと同盟関係を結

び、「国際社会（international society）」の中心へと引きずり込まれることになる。
６  しかし

「国際社会」の中で日本がどのように自らのアイデンティティを模索し、どのようにヨー

ロッパとの関係を構築するかという難問に対する答えは、そう簡単には出てこなかった。 
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 この、諭吉と漱石という二人の時代を代表する人物が、「西洋文明」とどのように接した

のかということは、即ちその後百年、日本がどのようにヨーロッパと接したのかという問

題と重要な関連がある。諭吉の場合は、ヨーロッパの「事物」や「精神」を「受容」する

ことに専念した。そのときに日本は、ヨーロッパの問題、さらには世界の問題を日欧双方

の協調により解決しようとする「意思」も「能力」も充分には持ち合わせていなかった。

従って、自国の発展という利己的な動機に基づいた日欧関係に対する日本の姿勢それ自体

が、戦後の日欧関係の困難を十分に予見できるものであった。元外交官の小和田恒氏の論

じるように、「ヨーロッパにしてみれば、もともと日本はそれほど大切な国ではなかったわ

けですから、戦後の日欧関係が冷却したのは当然の成り行き」であろう。
７ 

他方で漱石の場合は、ヨーロッパの中での自らのアイデンティティに苦しんだ。諭吉が

ヨーロッパからの「進取」と「独立」を明るく求めたのに対して、漱石の場合はヨーロッ

パへの「反発」や「不愉快」を感じるのである。このような二面性を、小倉和夫氏は、「『文

明国』クラブの会則と会費」と論じ、そこへ参入する努力の意義とその「心理的対価」と

いう二つの側面を巧みに表現している。
８ 即ちそれはヨーロッパに対する、「憧憬と熱意」

をもたらすと同時に、「反発と抵抗」が生じるのである。日本人のそのような「反発と抵抗」

は、不幸にも太平洋戦争に至る時期での反英米主義へと結びつくことになった。「反発と抵

抗」のひとつの帰結が、近衛文麿により執筆された、「英米本位の平和主義を排す」という

有名な論文であった。
９  

日本人が戦前期にヨーロッパに対して抱いた「憧憬と熱意」そして「反発と抵抗」とい

う二つの側面は、複雑に絡み合っていた。「憧憬と熱意」は、それがヨーロッパと日本の間

で真に相互的なものとするためには、日本の側での単なる一方的な受容ではなくて積極的

な意思表示と国際貢献を伴う必要があった。また自己主張を欠いた受容は、反発へと至り

やすい。巨大なヨーロッパという文明社会からのあまりに急なる一方的な受容は、かつて

漱石が神経衰弱に陥ったように、ときに自らのアイデンティティを危機に陥らせる。他方

で、「反発と抵抗」は、あくまでも協調的な枠組みを維持し、相手の立場を十分に理解した

上で抑制と妥協を伴う必要があった。思想家のアイザイア・バーリンが指摘するように、

曲げられた小枝が反発するようにして、巨大な外来文化の輸入はナショナリズムを喚起す

ることに繋がりかねないのである。
10  

現在の日本とヨーロッパ、あるいはEU（欧州連合）との関係を考えるにあたって、単に

その表層的な経済協力や技術的側面のみに特化するのみではなく、自らのアイデンティテ

ィを求める旅として、日欧関係の歴史を回顧することが重要であろう。ヨーロッパが17世

紀以来構築してきた「国際社会」の中に日本が放り出されたときに、そこで日本は何を見

て、何を考えたのか。このような歴史の回顧は、今後日本がどのようにEU、あるいはヨー

ロッパとつき合っていくべきかという未来への展望に、重要な示唆を与えるであろう。 
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「百年」・「五十年」・「十年」 

 

 歴史を、次から次へと過ぎ去るものとしてではなくて、雪のように積もりゆくものとし

てとらえたときに、日欧関係の歴史はどのような姿を見せるのであろうか。ここでは、「百

年」・「五十年」・「十年」という三つの層として、日欧関係の歴史的回顧を行いたい。 

 「百年」前に、日本は否応なしにヨーロッパの国際関係の中心へと引き込まれていった。

1900年５月に中国大陸で義和団が鉄道の破壊を開始すると、「文明的」な西洋諸国は多国籍

軍を形成し、義和団の鎮圧に乗り出す。日本はこの「文明」の側に付き、「野蛮」な清朝の

義和団制圧に協力する。それでは、日本ははたしてそのとき、文明的な国であったのだろ

うか。そして、ヨーロッパ諸国との違いは、どのような性格のものであろうか。 

同じ頃イギリス外務省内では、「日英同盟」形成の提案が次第にのぼり始めていた。当時

のイギリスの首相であるソールズベリー卿は、1899年に日本を「マッシュルームのような

文明だ」と評していた。
11  即ち、すぐ膨らみ、すぐしぼむという意味であり、安定した土

台を持たない表層的な「文明」という意味を込めた皮肉でもあった。ところが義和団事件

を通じてソールズベリーの心境は少しずつ日英同盟容認へと動いていく。1901年12月には

国王宛の書簡の中で、日本とイギリスとの間の違いは、「本質的であるというよりも、細か

いところに関する違いである」と論じていた。
12 翌年１月に日英同盟が締結され、以後日

本とヨーロッパとの外交的な関係は劇的な質的変化を生じさせることになる。1919年のヴ

ェルサイユ講和会議では、日本は世界における「五大国」の一角を占めるまでに至るので

ある。新しく国際連盟が設立されると、日本はそこでの「信義ある加盟国」としての役割

を担うのであった。
13 

 しかしながら、日本がヨーロッパとの関係を維持する上での、夏目漱石がかつて感じた

ような「違和感」、そしてアイデンティティの動揺は、ときおり外交舞台に表出するときも

あった。それは一方的な日本の問題と言うよりも、日欧双方の側で見られる「違和感」で

あった。そして、また日本がヨーロッパにどのように見られているかという意識とも関係

しているのである。フランスの外交官であり詩人であるポール・クローデルは、1922年２

月に、「すべての日本人は、つねに西欧の国々から見られていると感じており、遅れた文明

のしるしとして非難される可能性があることをひどく苦にしている」と報告していた。
14  

日本は外交的に「五大国」の一角を占めるようになった一方で、ヨーロッパがそれまで構

築してきた「国際社会」という文明の舞台の上で、自らの役割を演じることに十分な自信

を持つことは困難であった。 

 1945年８月の太平洋戦争敗戦により、日本は自らのアイデンティティを再確認する必要

に迫られた。日本は、アメリカや西欧諸国との関係を優先させるという文脈で、1951年９

月のサンフランシスコ講和条約の調印に至った。それは、新しい「五十年」の日欧関係の

はじまりでもあった。戦後世界における日欧関係は、それまでの関係とは大きく異なって

いた。第一に、それは新しい世界大国であるアメリカを軸とした、日米同盟と大西洋同盟

という二つの同盟関係により繋がるという間接的な性格の強い関係であった。「西側同盟」
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という言葉が語られるときに、日本もヨーロッパもともに同じ陣営の中にいながら、日欧

双方が共通の政策を調整する機会はそれほど多くはなかったのである。それは一つには日

本が安全保障的な側面で戦後初期の時代になし得る役割が限定的であったからであり、そ

してもう一つにはヨーロッパが単一の国際政治主体として、世界政治での影響力を行使す

る機会は限られていたからである。 

第二に、戦後の日欧関係は、経済的及び技術的な側面に導かれて発展した。それは、政

治的理念や世界秩序構築をめぐる主体的な関係というよりも、通商条約交渉や、あるいは

オイル・ショックへの対応の協議や、輸入規制措置の緩和などの、実務的な関係があまり

にも大きな位置をしめていたのである。田中俊郎教授の言葉を用いれば、それはまさしく

「障壁をめぐる政治」であり、「貿易摩擦の歴史」であった。
15 あるいは、細谷千博教授の

場合はそれを、「冷たい協調」と表現している。
16
 戦後日欧関係を発展する上でこれまで欠

けていたものとは、大局的な視点からの展望であり、世界秩序の中での位置づけであろう。 

第三に、戦前の日欧関係がヨーロッパのアジア植民地という「媒介」を通じての対話や

利害調整が大きな位置を占めていたのに対して、戦後の日欧関係はその「媒介」を失うこ

とにより大きな無関心へと帰結した。日英同盟は、イギリスの東アジアでの権益が存在し

なければ、存在し得なかったかもしれない。そして、太平洋戦争においても、ヨーロッパ

のアジア植民地の存在はその大きな戦争の争点のひとつであった。日欧関係において、ア

ジアの持つ意味の大きさは、現在改めて問われている。かつては「植民地」として「媒介」

の役割を果たしていたアジアが、現在ではASEM（アジア・ヨーロッパ会合）などに見ら

れるように、重要な「市場」として、あるいは世界政治における不可欠なパートナーとし

て捉えられるようになった。ヨーロッパは、アジアを視る姿勢を大きく変えつつある。
17 

 これらの質的な変容を経ながら戦後の日欧関係は漂流し続けてきた。そもそも戦後の日

欧関係は、日本外交においては日米同盟という重要な二国間関係の背後に隠れ、EC（欧州

共同体）/EUの中では域外諸国との関係という広範な領域の片隅を占めるに過ぎなかった。

それは、世界政治において三つの最も大きな経済的主体のうちの、二つの間の関係として

は、あまりにも不十分な関係の軌跡を描いてきたのである。 

しかしながら、その背後で地味ではあるが、重要な関係構築への努力が進められていた

ことを無視するべきではない。その地味な努力の一つの結晶は、これまで殆ど関心の払わ

れることのなかった1964年の日本のOECD（経済協力開発機構）への加盟である。
18 池田勇

人首相はこの問題に強い関心を持ち、自らハロルド・マクミラン英首相などのヨーロッパ

諸国首脳を説得し、加盟に辿り着けた。
19 経済的な論理では、当時の産業構造から考えて

も「大胆なもの
20
」であったが、それでも池田首相は強い意志を持って西欧先進国と同等

の国際的地位を得ることに固執した。このことが、その後の日本とECの関係の発展の土台

となったことを指摘することもできるのではないか。経済自由化と貿易の拡大が、日欧の

相互的関心を高めたのである。 

当時池田首相の秘書官であった伊藤昌哉氏の回想によれば、池田は次のような政治理念

を抱いていた。即ち、「自由主義諸国は、北米、ヨーロッパ、それに日本およびアジアの三
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本の柱が中心となるべきであって、日本とアメリカとの結びつきが、そのまま日本とヨー

ロッパの結びつきにおきかえられるとき、世界平和を維持する道が開かれる」のである。

「池田は日本とEECとの関係を、日本とアメリカとの関係にもっていくというかねてから

の持論を述べた」のだった。
21 池田が1962年11月の訪欧時に、ブリュッセルでハルシュタ

インEEC（欧州経済共同体）委員長と会談した意義は、強調するべきであろう。
22 依然とし

て西欧諸国との二国間関係を最優先させる傾向が日本政府にあった中で、日本の当時の政

治指導者としてEECとの接触に高い優先順位を与えていたことは優れた先見性を持ってい

たといえる。秘書官伊藤氏の回顧によれば、池田勇人は、当時の日本の政治指導者として

は例外的に、EECの国際政治における位置を極めて高く評価していた。「EECは経済的にも

強くなり、戦争を阻止する力を持つであろう。
23
」池田首相は、日欧関係を単なる経済的な

実務的関係としてではなくて、世界平和の鍵として、そして世界政治の構造の中核として、捉

えていたのだ。
24 

 1962年の池田訪欧は、戦後日欧関係における重要な「質的変化」をもたらした。一つは

経済的な側面における実質的な対等的関係構築への努力、もう一つは世界政治における平

和の観点からの日欧関係の緊密化への努力である。その後、新しい「質的変化」はなかな

か現れなかった。重要な機会が現れたのは1991年である。しかし今度は、政治指導者では

なく、外交官に主導されて日欧関係の発展が見いだされるのであった。 

 

 

ヨーロッパの外交官、日本の外交官 

 

 これまでの日欧関係で、日欧双方の外交官が果たした役割を過小評価するべきではない。

明治維新以来の日欧関係の発展は、優れた数多くの日欧双方の側の外交官の存在なくして

はありえなかった。しかも興味深いことに、それらの外交官は単に実務的な高い能力を持

って双方の橋渡しをするのみならず、文化的なレベルでも極めて重要な役割を果たしてき

たのである。ヨーロッパの外交官としては、イギリスのアーネスト・サトウやジョージ・

サンソム、あるいは最近のヒュー・コータッツィであり、フランスのポール・クローデル

などである。彼らが日本を理解し、日本を愛し、そして冷徹な目を持って日本の実状を本

国に紹介したことは、日欧関係が平和的に発展する上での重要な意味を持ってきた。 

他方で日本人としては、EC代表部大使の故西山建彦氏と外務審議官であった小和田恒氏

の二人が、ブリュッセルと東京で冷戦後の世界での日欧関係を飛躍的に発展させるために

尽力した。その帰結が、1991年７月18日にハーグで締結された日・EC共同宣言としての新

たな関係構築であった。
25 1991年から2001年までの「十年」間の日欧関係の発展は、西山

氏や小和田氏らの外交官が築いた土台に負うところが大きかったといえる。 

 二人に共通していた認識は、ある種の危機感であろう。それは、経済摩擦を軸として日

本が国際政治の中で漂流し、孤立的な立場に立たされるという危機感であった。1991年９

月、死去した一ヶ月後に刊行された『世界経済評論』の誌面の中で、西山氏は、「私は激烈
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な危機感を持っています。日本はどんどん世界から孤立していくのではないかということ

を深く危惧するからです」と記している。
26 そのような「危機感」を政治指導者により充

分に理解してもらえないのならば、外交官の立場からイニシアティブを発揮せざるを得な

い。「経済ばかりにとらわれないでグローバル・パートナーとして、政治問題についても何

ができるか考えていこう」というのが、西山氏の主張であった。「日本とECとの関係をよ

り幅の広いものとするための制度的枠組みや中身」を渇望していたのであろう。 

 一方で、小和田氏の場合は、「トライラテラリズム」の思想から、日欧関係の強化を強く

求めていた。「三極同盟の第三番目の構成要素であり、おそらく具体的で短期的に最も重要

なのは、特に日欧関係を強化することによって真正なる三角形を構築することである。
27
」

小和田氏のこのような発想は、前述の池田勇人首相の思想と重要な共通点がある。小和田

氏によれば、「日本と欧州の関係にはかなりの改善の余地が残されている」という。そして、

「変化しつつある国際システムにおいては主要構成員による強力でグローバル、そして三

者一体の協調関係だけが、来るべき新秩序の大きな安定基盤となりうる」のである。
28 

西山氏の場合も小和田氏の場合も、かつてサトウやサンソムやクローデルらがそうであ

ったように、相手に対する理解と愛情から、このような日欧関係の強化という結論に辿り

着いている。西山氏の場合には、「結局は、日本人も、もう少しヨーロッパ的になるという

ことしかない」と論じ、小和田氏の場合は、「日欧関係に欠けているのは、米国と日本の間

にあるような共同体意識」だと指摘する。両者がお互いを十分に理解せずには、そして「共

同体意識」を育成することなしには、日欧関係の緊密化には当然ながら限界がある。日本

人はヨーロッパをもっとよく知る努力をせねばならず、またもっとヨーロッパ人に日本を

知ってもらう努力をしなければならない。日欧双方が相互によりよく理解し合うための努力

が、1990年代後半に行われた数多くの文化交流計画であった。これらの文化交流計画の意

義を決して過小評価するべきではない。これまで入江昭教授は、繰り返しその文化交流が

持つ国際政治学的な意義を論じてきた。
29
 EC外交官として東京に６年間滞在したエンディ

ミヨン・ウィルキンソンは、『誤解（Misunderstanding）』という著書の中で、いかに日欧双

方が相互理解を欠いてきたか、そしてそれが経済摩擦の一因となっていたかを鮮やかに記し

ている。
30 継続的な外交努力の結果、1990年代には日欧文化交流が活発化し、ウィルキンソ

ンがかつて懸念していたような「相互不理解」は大幅に解消されたと言って良いだろう。 

外交官主導の相互調整的な制度構築と、文化交流による「誤解」の解消がどれだけ重要

であるかを強調したとしても、日欧関係の発展のためにそれで充分だとはいえないであろ

う。何よりも日欧関係に不足していたのは、相互関係を規定する理念の不在であった。そ

して、世界政治の中でこの関係を位置づける展望の不在であった。
31 今こそ、日欧政治関

係を再構築するための、ラディカルな理念と展望が求められているのである。1996年10月

に慶應義塾大学で講演をしたジャック・サンテール欧州委員会委員長は、「EUと日本の結

びつきをもっと強化する必要があります」と論じ、「日本とEUの関係は、十年前、いや五

年前と比べても、かなり緊密になっている」が、「それでももっと前進しなくてはなりませ

ん」と説いている。
32 これは、1991年ハーグ宣言を評価しながらも、新しい更なる飛躍が
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必要なことを、EUの側から強く要請している姿勢ともいえるのではないか。 

 

 

なぜ日欧政治関係が重要か？ 

 

 なぜさらなる日欧政治協力が必要なのであろうか。日本は、アメリカや東アジア諸国と

の関係を第一に考え、ロシアや中国と安定的な関係構築を努力することが外交的に重要な

のであって、遠く離れたヨーロッパと積極的な関係構築へ向けて努力する必要性はどこに

あるのだろうか。 

外交は、第一に国益を擁護し、良好な関係構築を目指し、自国の平和と地域的安定を確

立することが重要であることは言うまでもない。しかしながら、外交にはそれだけではな

く、「世界秩序の哲学」が必要であると考える。
33 即ち、自らがどのような世界秩序の構築

を求めているかを明瞭かつ明示的に世界へ向けて意思表示し、それを他国に説き、理念や

利益を共有する諸国との協調によりそれを実現することである。例えば最近では、1999年

４月のシカゴでの演説の中で、イギリスのトニー・ブレア首相が「国際共同体のドクトリ

ン（The doctrine of the international community）」という言葉を用いて、人道的な理由からイ

ギリス政府が軍事力を用いた介入を厭わない姿勢を明らかにした。
34 そのような「世界秩

序の哲学」は本来、国民やその信託を受けた政治指導者が構想を抱く必要がある。日本に

はいかなる「世界秩序の哲学」があるのであろうか？ 

 ここで、前述の池田元首相が述べたような「三柱理論」、あるいは小和田元次官が論じた

ような「トライラテラリズム」の理念を振り返りたい。戦後初期の戦後秩序形成が、大き

くアメリカの影響力と経済力により構築されたとするならば、冷戦後の世界においては、

主にアメリカとヨーロッパと日本が中心になって、「共通の価値の実現」を目指し、グロー

バル化を多様性とともに促進させることが重要であろう。アメリカ一国が自らの理念の下

で世界秩序の構築を行いグローバル化を進めるよりも、そしてアメリカとヨーロッパのみ

で「大西洋関係」を軸にして世界秩序の構築を進めるよりも、そこに日本が加わりアジア

の声を反映させた上で世界秩序構築に望む方が好ましいであろう。
35 それでは、なぜ現在に

おいて、それが考慮可能となったのであろうか。それには二つの大きな理由が考えられる。 

 第一の理由として、EUの世界政治におけるプレゼンスが急速に拡大しつつあることが指

摘できる。1993年11月にECがEUに変わり、共通外交・安全保障政策（CFSP）として世界

政治で単一の声で語り単一の主体として行動する意思を示すようになる。ところがその後

はボスニア戦争での加盟各国の足並みの乱れや、ヨーロッパ独自の防衛能力の欠如から、

CFSPの実効性に関する懐疑の声が強くなった。それに対して、新しいアムステルダム条約

は、CFSP上級代表としてEUの「外務大臣」相当のポストを設置し、1999年10月にNATO（北

大西洋条約機構）事務総長であったソラナがそのポストに就任した。さらには、1998年10

月のペルチャッハ非公式欧州理事会での「ブレア・イニシアティブ」以降ブレア首相のイ

ニシアティブによって、ヨーロッパ独自の防衛能力を発展させつつあり、EUが世界政治で
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より大きな影響力を行使可能な準備を進めつつある。
36 このことは、世界政治の行動主体と

してのEUと、日本やアジアが政治協調を発展する大きな動機となり得るだろう。
37 2000年10

月のハビエル・ソラナCFSP上級代表の慶應義塾大学での演説の中でも、日欧の間で安全保

障問題を共有する重要性が強調されている。
38  

 第二の理由として、1990年代の日本が、湾岸戦争やカンボジア平和維持活動などを経験

し、世界政治において一定の「国際貢献」を果たす必要を認識しはじめたことである。そ

れ以前の日本は、自らの国際的な行動規範を極めて狭義に規定し、国際政治におけるその

消極的な姿勢は国民による一定の支持に基づくものであった。他方で、1970年代のオイル・

ショックの経験から、日本は非軍事的手段による経済援助を通じた国際貢献を進める必要

を実感し、1980年代を通じて大幅に国際経済援助の活動を拡大した。さらに、1990年代に

は積極的な国際協力活動を日本国民が求めるようになった。軍事介入の当事者にならずと

も、冷戦後の世界では政治的に日本がなし得る役割が少なくないということを学びつつあ

る。このような日本国民の意識の転換、そして政府の対外政策の地平の拡大は、世界政治

における日本外交の活動領域の拡大に繋がりつつある。それを進める上で、日本は単独で

行うよりも、他の理念や利益を共有するパートナーと協調し提携する方が効率的であろう。

EUは、重要な選択肢になり得るはずである。 

 

 

世界とアジアの中の日欧関係 

 

それでは、今後日欧双方はいかなる関係構築を目指すべきか。そして、いかなる「世界

秩序の哲学」を描き、協調関係を発展させるべきであろうか。河野洋平外相は、2000年１

月13日の仏国際問題研究所での演説の中で、「日欧協力」を発展させる必要を論じた。河野

外相はそこで「日欧ミレニアム・パートナーシップの構築を提唱したい」と論じている。

そして、「2001年から十年間を『日欧協力の10年』とすることを提唱」している。
39 これは、

1991年の「オワダ・イニシアティブ」に続く、重要なイニシアティブと論じることもでき

るだろう。そして、2000年７月19日の日・EU首脳協議共同結論文書として、「日欧協力の

10年」を公式に提唱した。
40 しかしながら、この「日欧ミレニアム・パートナーシップ」

の構想が、その期待に反してスローガンのみに留まる可能性も批判できない。何故なら、

そこには、「世界秩序の哲学」が見られず、あくまでもバイラテラルなレベルでの日欧関係

の発展に留まる可能性があるからだ。河野演説が「日欧ミレニアム・パートナーシップ構

築」を論じる中で、アジア諸国の位置づけ、あるいはASEMの役割が触れられていないこ

とは、懸念すべきことである。現在発展しつつあるアジア・欧州関係の枠組みを日欧双方

が高く評価し、その枠組みを強化する目的で日本とEUが主導的な役割を担うことが重要で

ある。換言すれば、1973年以来続く日米欧委員会（Trilateral Commission）にみられるよう

な「三極主義」の理念を、1990年代に強化された日欧政治協力とASEMの二つの潮流と融

合させるという、世界政治の構想力が求められている。  
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河野演説が、「日欧協力」を高らかに謳う中で、アジア諸国の位置づけがなされていない

ことは理解できないことではない。というのも、1994年にシンガポール首相のゴー・チョ

クトンの提案によってASEMが創設されてからは、EUは日本との関係を排他的に優先させ

るのではなく、むしろアジア諸国との関係の中に日・EU関係を位置づける傾向がしばしば

見られるからである。このことにより、1991年のハーグ宣言による政治対話は、アジア・

欧州関係の大きな枠組みに埋没することもまた懸念されるのである。ASEANや他の東アジ

ア諸国が見せる外交的イニシアティブは、ときおり日本の外交姿勢を目立たなくさせ、EU

から見た日本のプレゼンスを縮小させかねない。その意味で、ハーグ宣言から10年経過し

た2001年に再び日・EU関係の意義を説くことは、少なからず重要な意味を持つことであろ

う。しかしながらEUのアジア政策が大きく発展し、東アジアの経済的なプレゼンスが大き

くなった現時点において、アジア・欧州関係の中で日欧関係を明確に再定義することなし

には、日欧政治協力は低い水準での交流に帰結して形骸化しかねないことを留意する必要

がある。 

そもそも、戦後日欧関係は前述のように、経済対立の解消と文化摩擦の回避という、む

しろ消極的で受け身の動機に基づく場合が多かった。つまり、負の側面を外交的に解消す

ることが重要であり、大胆なプラスの発想はなかなか出てこなかった。そのような消極的

で受け身の姿勢は、明治維新以来の日本のヨーロッパとの関係を規定してきた。新世紀を

迎えるにあたって、そしてグローバル化が進み日本やEUの国際的プレゼンスが大きくなっ

た現時点では、それとは異なる新しい発想が求められるのではないか。経済対立や文化摩

擦を抑制し、より大きな目的を実現させるための、包括的で積極的な制度的枠組みを構築

することが重要なのではないだろうか。それは、日欧間の経済対立や文化摩擦を相対化す

る共通の理念であり、それを実現するための信頼できる行動である。日本とEUは、共通の

理念と目的をもって、冷戦後の世界秩序構築へと政治協力を緊密化することが可能ではな

いだろうか。それでは、日本とEUとの関係をどのように捉えなす必要があるのであろうか。 

 

 

「日欧協力理事会（EU-Japan Cooperation Council）」の提唱 

 

 ここでは、「日欧協力理事会（EU-Japan Cooperation Council）」という枠組みを提唱した

い。それは、NATO（北大西洋条約機構）におけるNACC（北大西洋協力理事会）に似た国

際関係の制度化である。これは、本質的な内容についてはハーグ宣言に記されたものと大

きな違いはないが、「パートナーシップ」という言葉よりも強い枠組みを提供することにな

るであろう。「日欧協力の10年」が10年間という「閉じられた期間」でのイベントであると

すれば、「日欧協力理事会」の創設はより永続的で、より実質的な関係構築になり得る。そ

して、「日欧協力理事会」創設へ向けての交渉をこの「2001年」に始めることを求めたい。 

 この「日欧協力理事会」は、「共通の価値の実現」を最大の目的に掲げる。即ち、1991

年ハーグ宣言や2000年河野演説の中で指摘されているように、「民主主義」や「人権」とい
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う普遍的な価値を国際秩序理念として共有することになり、なおかつそれをアジア諸国が

受け入れ可能な範囲で柔軟かつ漸進的にアジアにも普及させることを目指す。また、多角

的貿易体制の擁護や、
41 人道的援助の共通の戦略構築などを念頭において、21世紀の世界

秩序の構築へ向けての意見調整を進めることになるだろう。
42 ソラナCFSP上級代表は慶應

義塾大学で行った演説の中で、バルカン問題や朝鮮半島問題などの国際安全保障問題で、

日欧政治協力が果たし得る役割を強調している。
43 実際に、2000年７月19日の日・EU首脳

会談の合意では、「より強固なパートナーシップのための四つの重点目標」の中で、「平和

と安全の促進」が最初の項目として指定されているのは、大きな前進である。 

 さらに、この「日欧協力理事会」はグローバル化が進む中で、それを促進及び抑制する

ためのアメリカに対する重要な補完勢力となる。ロマノ・プロディ欧州委員会委員長の言

葉を用いれば、グローバル化が進む世界を視野に入れた「日・EUグローバル・パートナー

シップ」が必要なのである。
44 「世界秩序」がアメリカを軸とした大西洋同盟と日米同盟

に分断されている限り、日欧双方の「共通の価値」が世界に影響力を持つ可能性は低い。

日欧双方は、アメリカ一国でグローバル化を促進する場合よりも、より多元的でより多様

な価値観を擁護する上での重要な役割を担い得るであろう。例えば、「人権」や「民主主義」

を語る場合に、日欧双方がアメリカの議論を相対化することにより、より多元的かつ柔軟

な価値を見いだすことが出来るだろう。それはまた、アジア諸国の利益でもあるだろう。

重要なのは、日本がアジア全体の利益を調整して、その中でリーダーシップとしての役割

をどの程度担うことが出来るかである。日本がアジア全体の利害を調整し、それを代弁し

てリーダーシップを発揮することが出来なければ、国際政治での日本のプレゼンスは縮小

せざるを得ないだろう。アジアの中でのリーダーシップを担うことにより、日本は日欧関

係の飛躍的発展を可能とするのである。クリス・パッテン欧州委員もまた、「ヨーロッパは

より大きな日本の声を歓迎する」と論じている。
45 日本はヨーロッパに対して、アジア諸

国においても「人権」や「民主主義」の理念が確立し得ることを説き、アジア諸国に対し

てはそれらが自国の利益になり得ることを説くべきである。そしてヨーロッパに対して、

それらの理念や価値を実現する上で柔軟かつ長期的な視点を用いる必要を説き、アジア諸

国にはアジアが普遍的な世界秩序構築により協調的な貢献を為すことができると説くべき

である。  

 過去「百年」の日欧関係を展望すると、そこでは諭吉が努力したようなヨーロッパ「紹

介」の系譜と、漱石が感じたようなそれへの「反発」が交互に続いてきた。それはどちら

も、関係というにはあまりにも受動的な姿勢であった。今後の日欧関係を飛躍的に発展さ

せることを望むとすれば、「憧憬」と「反発」を超えて、「世界秩序の哲学」をもって、諸

問題解決への日本の「意思」と「能力」を示すことが必要になるのではないか。東ティモ

ール問題にしても、コソボ復興問題にしても、それを「世界秩序の哲学」をもって、日欧

政治協調の枠組みで解決することが何よりも求められていたのではないか。経済対立と文

化摩擦は、事務レベルでの実務的な努力なしには解決が困難であり、その努力を高く評価

するべきであろう。しかしながら21世紀において同様な実務努力に留まるのではなく、そ
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れらを包み込むような日欧政治協力による世界秩序の構築を求めることが、それらの実務

努力の意義を高めることにも繋がるのではないだろうか。2001年の「日欧協力10年」の開

始は、過去「百年」間の日欧関係の帰結ではない。それは全く異なる新たな「百年」の日

欧関係の起点というべきであろう。 
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